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特別支援教育の推進について（通知） 

 

19 文科初第 125 号 

平成 19 年 4 月 1 日 

各都道府県教育委員会教育長 殿 

各指定都市教育委員会教育長 殿 

各都道府県知事 殿 

附属学校を置く各国立大学法人学長 殿 

 

 

文部科学省初等中等教育局長 

 

文部科学省では，障害のある全ての幼児児童生徒の教育の一層の充実を図るため，

学校における特別支援教育を推進しています。 

本通知は，本日付けをもって，特別支援教育が法的に位置付けられた改正学校教

育法が施行されるに当たり，幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校及

び特別支援学校（以下「各学校」という。）において行う特別支援教育について，

下記により基本的な考え方，留意事項等をまとめて示すものです。 

都道府県・指定都市教育委員会にあっては，所管の学校及び域内の市区町村教育

委員会に対して，都道府県知事にあっては，所轄の学校及び学校法人に対して，国

立大学法人にあっては，附属学校に対して，この通知の内容について周知を図ると

ともに，各学校において特別支援教育の一層の推進がなされるようご指導願います。 

なお，本通知については，連携先の諸部局・機関への周知にもご配慮願います。 

 

記 

 

1． 特別支援教育の理念 

特別支援教育は，障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な

取組を支援するという視点に立ち，幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握

し，その持てる力を高め，生活や学習上の困難を改善又は克服するため，適切な

指導及び必要な支援を行うものである。 

また，特別支援教育は，これまでの特殊教育の対象の障害だけでなく，知的な

遅れのない発達障害も含めて，特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在籍する

全ての学校において実施されるものである。 

さらに，特別支援教育は，障害のある幼児児童生徒への教育にとどまらず，障

害の有無やその他の個々の違いを認識しつつ様々な人々が生き生きと活躍できる

共生社会の形成の基礎となるものであり，我が国の現在及び将来の社会にとって

重要な意味を持っている。 
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2． 校長の責務 

校長（園長を含む。以下同じ。）は，特別支援教育実施の責任者として，自ら

が特別支援教育や障害に関する認識を深めるとともに，リーダーシップを発揮し

つつ，次に述べる体制の整備等を行い，組織として十分に機能するよう教員等を

指導することが重要である。 

また，校長は，特別支援教育に関する学校経営が特別な支援を必要とする幼児

児童生徒の将来に大きな影響を及ぼすことを深く自覚し，常に認識を新たにして

取り組んでいくことが重要である。 

  

3． 特別支援教育を行うための体制の整備及び必要な取組 

特別支援教育を実施するため，各学校において次の体制の整備及び取組を行う

必要がある。 

 

 

（1） 特別支援教育に関する校内委員会の設置  

各学校においては，校長のリーダーシップの下，全校的な教育支援体制を

確立し，発達障害を含む障害のある幼児児童生徒の実態把握や支援方策の検

討等を行うため，校内に特別支援教育に関する委員会を設置すること。 

委員会は，校長，教頭，特別支援教育コーディネーター，教務主任，生徒

指導主事，通級指導教室担当教員，特別支援学級教員，養護教諭，対象の幼

児児童生徒の学級担任，学年主任，その他必要と思われる者などで構成する

こと。 

なお，特別支援学校においては，他の学校の支援も含めた組織的な対応が

可能な体制づくりを進めること。 

 

（2） 実態把握  

各学校においては，在籍する幼児児童生徒の実態の把握に努め，特別な支

援を必要とする幼児児童生徒の存在や状態を確かめること。 

さらに，特別な支援が必要と考えられる幼児児童生徒については，特別支

援教育コーディネーター等と検討を行った上で，保護者の理解を得ることが

できるよう慎重に説明を行い，学校や家庭で必要な支援や配慮について，保

護者と連携して検討を進めること。その際，実態によっては，医療的な対応

が有効な場合もあるので，保護者と十分に話し合うこと。 

特に幼稚園，小学校においては，発達障害等の障害は早期発見・早期支援

が重要であることに留意し，実態把握や必要な支援を着実に行うこと。 

 

（3） 特別支援教育コーディネーターの指名  

各学校の校長は，特別支援教育のコーディネーター的な役割を担う教員を

「特別支援教育コーディネーター」に指名し，校務分掌に明確に位置付ける

こと。 
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特別支援教育コーディネーターは，各学校における特別支援教育の推進の

ため，主に，校内委員会・校内研修の企画・運営，関係諸機関・学校との連

絡・調整，保護者からの相談窓口などの役割を担うこと。 

また，校長は，特別支援教育コーディネーターが，学校において組織的に

機能するよう努めること。 

 

（4） 関係機関との連携を図った「個別の教育支援計画」の策定と活用   

特別支援学校においては，長期的な視点に立ち，乳幼児期から学校卒業後

まで一貫した教育的支援を行うため，医療，福祉，労働等の様々な側面から

の取組を含めた「個別の教育支援計画」を活用した効果的な支援を進めるこ

と。 

また，小・中学校等においても，必要に応じて，「個別の教育支援計画」

を策定するなど，関係機関と連携を図った効果的な支援を進めること。 

  

（5） 「個別の指導計画」の作成  

特別支援学校においては，幼児児童生徒の障害の重度・重複化，多様化等

に対応した教育を一層進めるため，「個別の指導計画」を活用した一層の指

導の充実を進めること。 

また，小・中学校等においても，必要に応じて，「個別の指導計画」を作

成するなど，一人一人に応じた教育を進めること。 

 

（6） 教員の専門性の向上  

特別支援教育の推進のためには，教員の特別支援教育に関する専門性の向

上が不可欠である。したがって，各学校は，校内での研修を実施したり，教

員を校外での研修に参加させたりすることにより専門性の向上に努めること。 

また，教員は，一定の研修を修了した後でも，より専門性の高い研修を受

講したり，自ら最新の情報を収集したりするなどして，継続的に専門性の向

上に努めること。 

さらに，独立行政法人国立特別支援教育総合研究所が実施する各種指導者

養成研修についても，活用されたいこと。 

なお，教育委員会等が主催する研修等の実施に当たっては，国・私立学校

関係者や保育所関係者も受講できるようにすることが望ましいこと。  

 

  

4． 特別支援学校における取組  

（1） 特別支援教育のさらなる推進   

特別支援学校制度は，障害のある幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに

応じた教育を実施するためのものであり，その趣旨からも，特別支援学校は，

これまでの盲学校・聾学校・養護学校における特別支援教育の取組をさらに

推進しつつ，様々な障害種に対応することができる体制づくりや，学校間の

連携などを一層進めていくことが重要であること。 
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（2） 地域における特別支援教育のセンター的機能   

特別支援学校においては，これまで蓄積してきた専門的な知識や技能を生

かし，地域における特別支援教育のセンターとしての機能の充実を図ること。 

特に，幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び中等教育学校の要請に応じ

て，発達障害を含む障害のある幼児児童生徒のための個別の指導計画の作成

や個別の教育支援計画の策定などへの援助を含め，その支援に努めること。 

また，これらの機関のみならず，保育所をはじめとする保育施設などの他

の機関等に対しても，同様に助言又は援助に努めることとされたいこと。 

特別支援学校において指名された特別支援教育コーディネーターは，関係

機関や保護者，地域の幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校及

び他の特別支援学校並びに保育所等との連絡調整を行うこと。 

 

（3） 特別支援学校教員の専門性の向上  

上記のように，特別支援学校は，在籍している幼児児童生徒のみならず，

小・中学校等の通常学級に在籍している発達障害を含む障害のある児童生徒

等の相談などを受ける可能性も広がると考えられるため，地域における特別

支援教育の中核として，様々な障害種についてのより専門的な助言などが期

待されていることに留意し，特別支援学校教員の専門性のさらなる向上を図

ること。 

そのためにも，特別支援学校は，特別支援学校教員の特別支援学校教諭免

許状保有状況の改善，研修の充実に努めること。 

さらに，特別支援学校教員は，幼児児童生徒の障害の重複化等に鑑み，複

数の特別支援教育領域にわたって免許状を取得することが望ましいこと。  

 

5． 教育委員会等における支援  

各学校の設置者である教育委員会，国立大学法人及び学校法人等においては，

障害のある幼児児童生徒の状況や学校の実態等を踏まえ，特別支援教育を推進す

るための基本的な計画を定めるなどして，各学校における支援体制や学校施設設

備の整備充実等に努めること。 

また，学校関係者，保護者，市民等に対し，特別支援教育に関する正しい理解

が広まるよう努めること。 

特に，教育委員会においては，各学校の教育支援体制の整備を促進するため，

指導主事等の専門性の向上に努めるとともに，教育，医療，保健，福祉，労働等

の関係部局，大学，保護者，ＮＰＯ等の関係者からなる連携協議会を設置するな

ど，地域の協力体制の構築を推進すること。 

また，教育委員会においては，障害の有無の判断や望ましい教育的対応につい

て専門的な意見等を各学校に提示する，教育委員会の職員，教員，心理学の専門

家，医師等から構成される「専門家チーム」の設置や，各学校を巡回して教員等

に指導内容や方法に関する指導や助言を行う巡回相談の実施（障害のある幼児児

童生徒について個別の指導計画及び個別の教育支援計画に関する助言を含む。）

についても，可能な限り行うこと。なお，このことについては，保育所や国・私

立幼稚園の求めに応じてこれらが利用できるよう配慮すること。 
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さらに，特別支援学校の設置者においては，特別支援学校教員の特別支援学校

教諭免許状保有状況の改善に努めること。 

 

6． 保護者からの相談への対応や早期からの連携  

各学校及び全ての教員は，保護者からの障害に関する相談などに真摯に対応し，

その意見や事情を十分に聞いた上で，当該幼児児童生徒への対応を行うこと。 

その際，プライバシーに配慮しつつ，必要に応じて校長や特別支援教育コーディ

ネーター等と連携し，組織的な対応を行うこと。 

また，本日施行される「学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係

政令の整備等に関する政令（平成 19 年政令第 55 号）」において，障害のある児

童の就学先の決定に際して保護者の意見聴取を義務付けたこと（学校教育法施行

令第 18 条の 2）に鑑み，小学校及び特別支援学校において障害のある児童が入学

する際には，早期に保護者と連携し，日常生活の状況や留意事項等を聴取し，当

該児童の教育的ニーズの把握に努め，適切に対応すること。 

 

7． 教育活動等を行う際の留意事項等 

（1） 障害種別と指導上の留意事項  

障害のある幼児児童生徒への支援に当たっては，障害種別の判断も重要で

あるが，当該幼児児童生徒が示す困難に，より重点を置いた対応を心がける

こと。 

また，医師等による障害の診断がなされている場合でも，教師はその障害

の特徴や対応を固定的にとらえることのないよう注意するとともに，その幼

児児童生徒のニーズに合わせた指導や支援を検討すること。 

 

（2） 学習上・生活上の配慮及び試験などの評価上の配慮  

各学校は，障害のある幼児児童生徒が，円滑に学習や学校生活を行うこと

ができるよう，必要な配慮を行うこと。 

また，入学試験やその他試験などの評価を実施する際にも，別室実施，出

題方法の工夫，時間の延長，人的な補助など可能な限り配慮を行うこと。 

 

（3） 生徒指導上の留意事項  

障害のある幼児児童生徒は，その障害の特性による学習上・生活上の困難

を有しているため，周囲の理解と支援が重要であり，生徒指導上も十分な配

慮が必要であること。 

特に，いじめや不登校などの生徒指導上の諸問題に対しては，表面に現れ

た現象のみにとらわれず，その背景に障害が関係している可能性があるか否

かなど，幼児児童生徒をめぐる状況に十分留意しつつ慎重に対応する必要が

あること。 

そのため，生徒指導担当にあっては，障害についての知識を深めるととも

に，特別支援教育コーディネーターをはじめ，養護教諭，スクールカウンセ

ラー等と連携し，当該幼児児童生徒への支援に係る適切な判断や必要な支援

を行うことができる体制を平素整えておくことが重要であること。 
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（4） 交流及び共同学習，障害者理解等  

障害のある幼児児童生徒と障害のない幼児児童生徒との交流及び共同学習

は，障害のある幼児児童生徒の社会性や豊かな人間性を育む上で重要な役割

を担っており，また，障害のない幼児児童生徒が，障害のある幼児児童生徒

とその教育に対する正しい理解と認識を深めるための機会である。 

このため，各学校においては，双方の幼児児童生徒の教育的ニーズに対応

した内容・方法を十分検討し，早期から組織的，計画的，継続的に実施する

ことなど，一層の効果的な実施に向けた取組を推進されたいこと。 

なお，障害のある同級生などの理解についての指導を行う際は，幼児児童

生徒の発達段階や，障害のある幼児児童生徒のプライバシー等に十分配慮す

る必要があること。 

 

（5） 進路指導の充実と就労の支援  

障害のある生徒が，将来の進路を主体的に選択することができるよう， 

生徒の実態や進路希望等を的確に把握し，早い段階からの進路指導の充実を

図ること。 

また，企業等への就職は，職業的な自立を図る上で有効であることから，

労働関係機関等との連携を密にした就労支援を進められたいこと。 

 

（6） 支援員等の活用  

障害のある幼児児童生徒の学習上・生活上の支援を行うため，教育委員会

の事業等により特別支援教育に関する支援員等の活用が広がっている。 

この支援員等の活用に当たっては，校内における活用の方針について十分

検討し共通理解のもとに進めるとともに，支援員等が必要な知識なしに幼児

児童生徒の支援に当たることのないよう，事前の研修等に配慮すること。 

 

（7） 学校間の連絡  

障害のある幼児児童生徒の入学時や卒業時に学校間で連絡会を持つなどし

て，継続的な支援が実施できるようにすることが望ましいこと。  

 

8． 厚生労働省関係機関等との連携  

各学校及び各教育委員会等は，必要に応じ，発達障害者支援センター，児童 

相談所，保健センター，ハローワーク等，福祉，医療，保健，労働関係機関との

連携を図ること。 
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文部科学省所管事業分野における障害を理由とする差別の 

解消の推進に関する対応指針 

 

第１ 趣旨 

１ 障害者差別解消法の制定の経緯 

 我が国は，平成 19 年に障害者の権利に関する条約（以下「権利条約」という。）に

署名して以来，障害者基本法（昭和 45 年法律第 84 号）の改正をはじめとする国内法

の整備等を進めてきた。 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成 25 年法律第 65 号。以下「法」

という。）は，障害者基本法の差別の禁止の基本原則を具体化するものであり，全て

の国民が，障害の有無によって分け隔てられることなく，相互に人格と個性を尊重し

合いながら共生する社会の実現に向け，障害者差別の解消を推進することを目的とし

て，平成 25 年に制定された。 

 

２ 法の基本的な考え方 

（１）法の対象となる障害者は，障害者基本法第２条第１号に規定する障害者，すな

わち，身体障害，知的障害，精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能

の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であって，障害及び社会的障壁に

より継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものである。 

これは，障害者が日常生活又は社会生活において受ける制限は，障害のみに起

因するものではなく，社会における様々な障壁と相対することによって生ずるも

のとのいわゆる「社会モデル」の考え方を踏まえている。 

したがって，法が対象とする障害者は，いわゆる障害者手帳の所持者に限られ

ない。なお，難病に起因する障害は心身の機能の障害に含まれ，高次脳機能障害

は精神障害に含まれる。 

 

（２）法は，日常生活及び社会生活全般に係る分野を広く対象としている。ただし，

事業者が事業主としての立場で労働者に対して行う障害を理由とする差別を解消

するための措置については，法第 13 条の規定により，障害者の雇用の促進等に関

する法律（昭和 35 年法律第 123 号）の定めるところによることとされていること

から，この対応指針（以下「本指針」という。）の対象外となる。なお，同法第

34 条及び第 35 条において，雇用の分野における障害者に対する差別の禁止が定

められ，また，同法第 36 条の２及び第 36 条の３において，障害者が職場で働く

に当たっての支障を改善するための措置（合理的配慮の提供義務）が定められた

ことを認識し，同法第 36 条第１項及び第 36 条の５第１項の規定に基づき厚生労

働大臣が定める各指針を踏まえて適切に対処することが求められることに留意す

る。 
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３ 本指針の位置付け 

本指針は，法第 11 条第１項の規定に基づき，また，障害を理由とする差別の解消の

推進に関する基本方針（平成 27 年２月 24 日閣議決定。以下「基本方針」という。）

に即して，法第８条に規定する事項に関し，文部科学省が所管する分野における事業

者（以下「関係事業者」という。）が適切に対応するために必要な事項を定めたもの

である。 

なお，事業者とは，商業その他の事業を行う者（国，独立行政法人等，地方公共団

体及び地方独立行政法人を除く。），すなわち，目的の営利・非営利，個人・法人の

別を問わず，同種の行為を反復継続する意思をもって行う者であり，個人事業者や対

価を得ない無報酬の事業を行う者，学校法人，宗教法人，非営利事業を行う社会福祉

法人及び特定非営利活動法人を含む。なお，主たる事業に付随する事業，例えば，学

校法人が設置する大学医学部の附属病院や宗教法人が設置する博物館等も，本指針の

対象となる。このほか，本指針で使用する用語は，法第２条及び基本方針に定める定

義に従う。 

また，本指針は，法附則第７条の規定又は法の附帯決議に基づいて行われる法の見

直し，法施行後の具体的な相談事例や裁判例の集積等を踏まえ，必要に応じ見直しを

行うものとする。 

 

４ 留意点 

本指針で「望ましい」と記載している内容は，関係事業者がそれに従わない場合で

あっても，法に反すると判断されることはないが，障害者基本法の基本的な理念及び

法の目的を踏まえ，できるだけ取り組むことが望まれることを意味する。 

なお，関係事業者における障害者差別解消に向けた取組は，本指針を参考にして，

各関係事業者により自主的に取組が行われることが期待されるが，自主的な取組のみ

によってはその適切な履行が確保されず，関係事業者が法に反した取扱いを繰り返し，

自主的な改善を期待することが困難である場合などは，法第 12 条の規定により，文部

科学大臣は，特に必要があると認められるときは，関係事業者に対し，報告を求め，

又は助言，指導若しくは勧告をすることができることとされている。 

こうした行政措置に至る事案を未然に防止するため，文部科学大臣は，関係事業者

に対して，本指針に係る十分な情報提供を行うとともに，関係事業者からの照会・相

談に丁寧に対応するなどの取組を積極的に行う必要があることから，文部科学省にお

いては，第５のとおり，相談窓口を設置することとする。 

 

第２ 不当な差別的取扱い及び合理的配慮の基本的な考え方 

１ 不当な差別的取扱い 

（１）不当な差別的取扱いの基本的な考え方 

関係事業者は，法第８条第１項の規定のとおり，その事業を行うに当たり，障害

を理由として障害者でない者と不当な差別的取扱いをすることにより，障害者の権

利利益を侵害してはならない。 
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ア 法が禁止する障害者の権利利益の侵害とは，障害者に対して，正当な理由なく，

障害を理由として，財・サービスや各種機会の提供を拒否する又は提供に当たって

場所・時間帯などを制限する，障害者でない者に対しては付さない条件を付すこと

などによる権利利益の侵害である。 

  なお，障害者の事実上の平等を促進し，又は達成するために必要な特別の措置は，

法第８条第１項に規定する不当な差別的取扱い（以下単に「不当な差別的取扱い」

という。）ではない。 

イ したがって，障害者を障害者でない者より優遇する取扱い（いわゆる積極的改善

措置）や，法に規定された障害者に対する合理的配慮の提供による障害者でない者

との異なる取扱い，合理的配慮を提供等するために必要な範囲で，プライバシーに

配慮しつつ障害者に障害の状況等を確認することは，不当な差別的取扱いには当た

らない。不当な差別的取扱いとは，正当な理由なく，障害者を，関係事業者の行う

事業について本質的に関係する諸事情が同じ障害者でない者より不利に扱うことで

ある点に留意する必要がある。 

 

（２）正当な理由の判断の視点 

正当な理由に相当するのは，障害者に対して，障害を理由として，財・サービス

や各種機会の提供を拒否するなどの取扱いが客観的に見て正当な目的の下に行われ

たものであり，その目的に照らしてやむを得ない場合である。関係事業者において

は，正当な理由に相当するか否かについて，個別の事案ごとに，障害者，関係事業

者，第三者の権利利益（例：安全の確保，財産の保全，事業の目的・内容・機能の

維持，損害発生の防止等）の観点から，具体的場面や状況に応じて総合的・客観的

に判断することが必要である。個別の事案ごとに具体的場面や状況に応じた検討を

行うことなく，抽象的に事故の危惧がある，危険が想定されるなどの一般的・抽象

的な理由に基づいて，財・サービスや各種機会の提供を拒否する又は提供に当たっ

て場所・時間帯などを制限する，障害者でない者に対しては付さない条件を付すな

ど障害者を不利に扱うことは，法の趣旨を損なうため，適当ではない。 

関係事業者は，個別の事案ごとに具体的な検討を行った上で正当な理由があると

判断した場合には，障害者にその理由を説明するものとし，理解を得るよう努める

ことが望ましい。 

 

（３）不当な差別的取扱いの具体例 

不当な差別的取扱いに当たり得る具体例は別紙１のとおりである。 

なお，１（２）で示したとおり，不当な差別的取扱いに相当するか否かについて

は，個別の事案ごとに判断されることとなる。また，別紙１に記載されている具体

例については，正当な理由が存在しないことを前提としていること，さらに，それ

らはあくまでも例示であり，記載されている具体例だけに限られるものではないこ

とに留意する必要がある。 
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２ 合理的配慮 

（１）合理的配慮の基本的な考え方 

関係事業者は，法第８条第２項の規定のとおり，その事業を行うに当たり，障害

者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合におい

て，その実施に伴う負担が過重でないときは，障害者の権利利益を侵害することと

ならないよう，当該障害者の性別，年齢及び障害の状態に応じて，社会的障壁の除

去の実施について必要かつ合理的な配慮（以下「合理的配慮」という。）をするよ

うに努めなければならない。 

ア 権利条約第２条において，「合理的配慮」は，「障害者が他の者との平等を基

礎として全ての人権及び基本的自由を享有し，又は行使することを確保するため

の必要かつ適当な変更及び調整であって，特定の場合において必要とされるもの

であり，かつ，均衡を失した又は過度の負担を課さないもの」と定義されている。 

法は，権利条約における合理的配慮の定義を踏まえ，事業者に対し，その事業

を行うに当たり，個々の場面において，障害者から現に社会的障壁の除去を必要

としている旨の意思の表明があった場合において，その実施に伴う負担が過重で

ないときは，障害者の権利利益を侵害することとならないよう，社会的障壁の除

去の実施について，合理的配慮に努めなければならないとしている。合理的配慮

は，障害者が受ける制限は，障害のみに起因するものではなく，社会における様々

な障壁と相対することによって生ずるものという，いわゆる「社会モデル」の考

え方を踏まえたものであり，障害者の権利利益を侵害することとならないよう，

障害者が個々の場面において必要としている社会的障壁を除去するための必要か

つ合理的な取組であり，その実施に伴う負担が過重でないものである。 

合理的配慮は，事業者の事業の目的・内容・機能に照らし，必要とされる範囲

で本来の業務に付随するものに限られること，障害者でない者との比較において

同等の機会の提供を受けるためのものであること及び事業の目的・内容・機能の

本質的な変更には及ばないことに留意する必要がある。 

イ 合理的配慮は，障害の特性や社会的障壁の除去が求められる具体的場面や状況

に応じて異なり，多様かつ個別性の高いものであり，当該障害者が現に置かれて

いる状況を踏まえ，社会的障壁の除去のための手段及び方法について，２（２）

で示す過重な負担の基本的な考え方に掲げた要素を考慮し，代替措置の選択も含

め，双方の建設的対話による相互理解を通じて，必要かつ合理的な範囲で，柔軟

に対応がなされるものである。さらに，合理的配慮の内容は，技術の進展，社会

情勢の変化等に応じて変わり得るものである。合理的配慮の提供に当たっては，

障害者の性別，年齢，状態等に配慮するものとする。 

なお，合理的配慮を必要とする障害者が多数見込まれる場合，障害者との関係

性が長期にわたる場合等には，その都度の合理的配慮の提供ではなく，後述する

環境の整備を考慮に入れることにより，中・長期的なコストの削減・効率化につ

ながる可能性がある点は重要であることから，環境の整備に取り組むことを積極

的に検討することが望ましい。 
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ウ 意思の表明に当たっては，具体的場面において，社会的障壁の除去に関する配

慮を必要としている状況にあることを言語（手話を含む。）のほか，点字，拡大

文字，筆談，実物の提示，身振りサイン等による合図，触覚による意思伝達など，

障害者が他人とコミュニケーションを図る際に必要な手段（通訳を介するものを

含む。）により伝えられる。 

また，意思の表明には，障害者からの意思の表明のみでなく，知的障害や精神

障害（発達障害を含む。）等により本人の意思の表明が困難な場合には，障害者

の家族，介助者，法定代理人その他意思の表明に関わる支援者等，コミュニケー

ションを支援する者が本人を補佐して行う意思の表明も含む。 

なお，意思の表明が困難な障害者が家族やコミュニケーションを支援する者を

伴っておらず，本人の意思の表明もコミュニケーションを支援する者が本人を補

佐して行う意思の表明も困難であることなどにより，意思の表明がない場合で

あっても，当該障害者が社会的障壁の除去を必要としていることが明白である場

合には，法の趣旨に鑑み，当該障害者に対して適切と思われる配慮を提案するた

めに建設的対話を働きかけるなど，自主的な取組に努めることが望ましい。 

エ  合理的配慮は，障害者等の利用を想定して事前に行われる建築物のバリアフ

リー化，介助者や日常生活・学習活動などの支援を行う支援員等の人的支援，情

報アクセシビリティの向上等の環境の整備を基礎として，個々の障害者に対して，

その状況に応じて個別に実施される措置である。したがって，各場面における環

境の整備の状況により，合理的配慮の内容は異なることとなる。また，障害の状

態等が変化することもあるため，特に，障害者との関係性が長期にわたる場合等

には，提供する合理的配慮について，適宜，見直しを行うことが重要である。 

オ 介助者や支援員等の人的支援に関しては，障害者本人と介助者や支援員等の人

間関係や信頼関係の構築・維持が重要であるため，これらの関係も考慮した支援

のための環境整備にも留意することが望ましい。また，支援機器の活用により，

障害者と関係事業者双方の負担が軽減されることも多くあることから，支援機器

の適切な活用についても配慮することが望ましい。 

カ 同種の事業が行政機関等と事業者の双方で行われる場合には，事業の類似性を

踏まえつつ，事業主体の違いも考慮した上での対応に努めることが望ましい。 

 

さらに，文部科学省所管事業分野のうち学校教育分野については，障害者との関

係性が長期にわたるなど固有の特徴を有することから，また，スポーツ分野につい

てはスポーツ基本法（平成 23 年法律第 78 号）等を踏まえて，文化芸術分野につい

ては文化芸術振興基本法（平成 13 年法律第 148 号）等を踏まえて，各分野の特に留

意すべき点を別紙２のとおり示す。 

 

（２）過重な負担の基本的な考え方 

過重な負担については，関係事業者において，個別の事案ごとに，以下の要素等

を考慮し，具体的場面や状況に応じて総合的・客観的に判断することが必要である。
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個別の事案ごとに具体的場面や状況に応じた検討を行うことなく，一般的・抽象的

な理由に基づいて過重な負担に当たると判断することは，法の趣旨を損なうため，

適当ではない。関係事業者は，個別の事案ごとに具体的な検討を行った上で過重な

負担に当たると判断した場合には，障害者にその理由を説明するものとし，理解を

得るよう努めることが望ましい。 

① 事務・事業への影響の程度（事務・事業の目的・内容・機能を損なうか否か） 

② 実現可能性の程度（物理的・技術的制約，人的・体制上の制約） 

③ 費用・負担の程度 

④ 事務・事業規模 

⑤ 財政・財務状況 

 

（３）合理的配慮の具体例 

合理的配慮の具体例は別紙１のとおりである。 

なお，２（１）イで示したとおり，合理的配慮は，具体的場面や状況に応じて異

なり，多様かつ個別性の高いものであり，掲載した具体例については， 

○ 前提として，２（２）で示した過重な負担が存在しないこと 

○ 事業者に強制する性格のものではないこと 

○ これらはあくまでも例示であり，記載されている具体例に限られるものではな

いこと 

に留意する必要がある。関係事業者においては，これらの合理的配慮の具体例を含

む本指針の内容を踏まえ，具体的場面や状況に応じて柔軟に対応することが期待さ

れる。 

 

第３ 関係事業者における相談体制の整備 

関係事業者においては，障害者，その家族その他の関係者からの相談等に的確に対

応するため，既存の一般の利用者等からの相談窓口等の活用や窓口の開設により相談

窓口を整備することが重要である。また，ホームページ等を活用し，相談窓口等に関

する情報を周知することや，相談時の配慮として，対話のほか，電話，ファックス，

電子メール，筆談，読み上げ，手話，点字，拡大文字，ルビ付与など，障害の特性に

応じた多様なコミュニケーション手段や情報提供手段を用意して対応することが望ま

しい。なお，ホームページによる周知に際しては，視覚障害者，聴覚障害者等の情報

アクセシビリティに配慮し，例えば，音声読み上げ機能に対応できるよう画像には説

明文を付す，動画を掲載する場合に字幕，手話等を付すなどの配慮を行うことが望ま

しい。 

また，実際の相談事例については，プライバシーに配慮しつつ順次蓄積し，以後の

合理的配慮の提供等に活用することが望ましい。 

さらに，文部科学省所管分野のうち学校教育分野については，障害者との関係性が

長期にわたるなど固有の特徴を有することから，特に留意すべき点を別紙２のとおり

示す。 
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第４ 関係事業者における研修・啓発 

関係事業者は，障害者に対して適切に対応し，また，障害者及びその家族その他の

関係者からの相談等に的確に対応するため，研修等を通じて，法の趣旨の普及を図る

とともに，障害に関する理解の促進を図ることが重要である。普及すべき法の趣旨に

は，法第１条に規定する法の目的，すなわち，全ての国民が，障害の有無によって分

け隔てられることなく，相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現を

目指すことが含まれる点にも留意する。 

特に学校教育分野においては，教職員の理解の在り方や指導の姿勢が幼児，児童，

生徒及び学生（以下「児童生徒等」という。）に大きく影響することに十分留意し，

児童生徒等の発達段階に応じた支援方法，外部からは気付きにくいこともある難病等

をはじめとした病弱（身体虚弱を含む。），発達障害，高次脳機能障害等の理解，児

童生徒等の間で不当な差別的取扱いが行われている場合の適切な対応方法等も含め，

研修・啓発を行うことが望ましい。また，スポーツ分野や文化芸術分野においても，

指導者等関係者の理解の在り方や指導の姿勢がスポーツや文化芸術活動に参加する者

等に大きく影響することに十分留意した研修・啓発を行うことが望ましい。 

研修・啓発においては，文部科学省や同省が所管する独立行政法人等が提供する各

種情報を活用することが効果的である（独立行政法人国立特別支援教育総合研究所が

運営する「インクルーシブ教育システム構築支援データベース」や独立行政法人日本

学生支援機構が作成する「大学等における障害のある学生への支援・配慮事例」，「教

職員のための障害学生修学支援ガイド」等）。また，研修・啓発の内容によっては，

医療，保健，福祉等の関係機関や障害者関係団体と連携して実施することも効果的で

ある。 

 

第５ 文部科学省所管事業分野に係る相談窓口 

生涯学習・社会教育分野 生涯学習政策局生涯学習推進課及び同局社会教育課 

初等中等教育分野 初等中等教育局特別支援教育課 

高等教育分野 高等教育局学生・留学生課 

科学技術・学術分野 科学技術・学術所管部局事業所管各課室 

スポーツ分野 スポーツ庁健康スポーツ課  

文化芸術分野 文化庁文化所管部局事業所管各課室 

  



○参考資料②文部科学省所管事業分野における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針 

（平成 27 年文部科学省告示第 180 号） 

75 

別紙１  

 

不当な差別的取扱い，合理的配慮等の具体例 

 

１ 不当な差別的取扱いに当たり得る具体例 

 障害のみを理由として，以下の取扱いを行うこと。 

○学校，社会教育施設，スポーツ施設，文化施設等において，窓口対応を拒否し，又

は対応の順序を後回しにすること。 

○資料の送付，パンフレットの提供，説明会やシンポジウムへの出席等を拒むこと。 

○社会教育施設，スポーツ施設，文化施設等やそれらのサービスの利用をさせないこ

と。 

○学校への入学の出願の受理，受験，入学，授業等の受講や研究指導，実習等校外教

育活動，入寮，式典参加を拒むことや，これらを拒まない代わりとして正当な理由

のない条件を付すこと。 

○試験等において合理的配慮の提供を受けたことを理由に，当該試験等の結果を学習

評価の対象から除外したり，評価において差を付けたりすること。 

 

２ 不当な差別的取扱いに当たらない具体例 

○学校，社会教育施設，スポーツ施設，文化施設等において，合理的配慮を提供等す

るために必要な範囲で，プライバシーに配慮しつつ，障害者である利用者に障害の

状況等を確認すること。 

○障害のある幼児，児童及び生徒のため，通級による指導を実施する場合において，

また特別支援学級及び特別支援学校において，特別の教育課程を編成すること。 

 

３ 合理的配慮に当たり得る配慮の具体例 

（１）物理的環境への配慮や人的支援の配慮の具体例 

①主として物理的環境への配慮に関するもの 

○学校，社会教育施設，スポーツ施設，文化施設等において，災害時の警報音，緊急

連絡等が聞こえにくい障害者に対し，災害時に関係事業者の管理する施設の職員が

直接災害を知らせたり，緊急情報・館内放送を視覚的に受容することができる警報

設備・電光表示機器等を用意したりすること。 

○管理する施設・敷地内において，車椅子利用者のためにキャスター上げ等の補助を

し，又は段差に携帯スロープを渡すこと。 

○配架棚の高い所に置かれた図書やパンフレット等を取って渡したり，図書やパンフ

レット等の位置を分かりやすく伝えたりすること。 

○疲労を感じやすい障害者から別室での休憩の申出があった際，別室の確保が困難で

ある場合に，当該障害者に事情を説明し，対応窓口の近くに長椅子を移動させて臨

時の休憩スペースを設けること。 

◯移動に困難のある学生等のために，通学のための駐車場を確保したり，参加する授
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業で使用する教室をアクセスしやすい場所に変更したりすること。 

○聴覚過敏の児童生徒等のために教室の机・椅子の脚に緩衝材を付けて雑音を軽減す

る，視覚情報の処理が苦手な児童生徒等のために黒板周りの掲示物等の情報量を減

らすなど，個別の事案ごとに特性に応じて教室環境を変更すること。 

②主として人的支援の配慮に関するもの 

○目的の場所までの案内の際に，障害者の歩行速度に合わせた速度で歩いたり，介助

する位置（左右・前後・距離等）について，障害者の希望を聞いたりすること。 

○介助等を行う学生（以下「支援学生」という。），保護者，支援員等の教室への入

室，授業や試験でのパソコン入力支援，移動支援，待合室での待機を許可すること。 

 

（２）意思疎通の配慮の具体例 

○学校，社会教育施設，スポーツ施設，文化施設等において，筆談，要約筆記，読み

上げ，手話，点字など多様なコミュニケーション手段や分かりやすい表現を使って

説明をするなどの意思疎通の配慮を行うこと。 

○情報保障の観点から，見えにくさに応じた情報の提供（聞くことで内容が理解でき

る説明・資料や，拡大コピー，拡大文字又は点字を用いた資料，遠くのものや動き

の速いものなど触ることができないものを確認できる模型や写真等の提供），聞こ

えにくさに応じた視覚的な情報の提供，見えにくさと聞こえにくさの両方がある場

合に応じた情報の提供（手のひらに文字を書いて伝える等），知的障害に配慮した

情報の提供（伝える内容の要点を筆記する，漢字にルビを振る，単語や文節の区切

りに空白を挟んで記述する「分かち書き」にする，なじみのない外来語は避ける等）

を行うこと。また，その際，各媒体間でページ番号等が異なり得ることに留意して

使用すること。 

○知的障害のある利用者等に対し，抽象的な言葉ではなく，具体的な言葉を使うこと。

例えば，サービスを受ける際の「手続」や「申請」など生活上必要な言葉等の意味

を具体的に説明して，当該利用者等が理解しているかを確認すること。 

○子供である障害者又は知的障害，発達障害，言語障害等により言葉だけを聞いて理

解することや意思疎通が困難な障害者に対し，絵や写真カード，コミュニケーショ

ンボード，タブレット端末等の ICT 機器の活用，視覚的に伝えるための情報の文字

化，質問内容を「はい」又は「いいえ」で端的に答えられるようにすることなどに

より意思を確認したり，本人の自己選択・自己決定を支援したりすること。 

○比喩表現等の理解が困難な障害者に対し，比喩や暗喩，二重否定表現などを用いず

に説明すること。 

 

（３）ルール・慣行の柔軟な変更の具体例 

○学校，社会教育施設，スポーツ施設，文化施設等において，事務手続の際に，職員

や教員，支援学生等が必要書類の代筆を行うこと。 

○障害者が立って列に並んで順番を待っている場合に，周囲の理解を得た上で，当該

障害者の順番が来るまで別室や席を用意すること。 
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○他人との接触，多人数の中にいることによる緊張のため，不随意の発声等がある場

合，緊張を緩和するため，当該障害者に説明の上，施設の状況に応じて別室を用意

すること。 

○学校，文化施設等において，板書やスクリーン等がよく見えるように，黒板等に近

い席を確保すること。 

○スポーツ施設，文化施設等において，移動に困難のある障害者を早めに入場させ席

に誘導したり，車椅子を使用する障害者の希望に応じて，決められた車椅子用以外

の客席も使用できるようにしたりすること。 

○入学試験や検定試験において，本人・保護者の希望，障害の状況等を踏まえ，別室

での受験，試験時間の延長，点字や拡大文字，音声読み上げ機能の使用等を許可す

ること。 

○点字や拡大文字，音声読み上げ機能を使用して学習する児童生徒等のために，授業

で使用する教科書や資料，問題文を点訳又は拡大したものやテキストデータを事前

に渡すこと。 

○聞こえにくさのある児童生徒等に対し，外国語のヒアリングの際に，音質・音量を

調整したり，文字による代替問題を用意したりすること。 

○知的発達の遅れにより学習内容の習得が困難な児童生徒等に対し，理解の程度に応

じて，視覚的に分かりやすい教材を用意すること。 

○肢体不自由のある児童生徒等に対し，体育の授業の際に，上・下肢の機能に応じて

ボール運動におけるボールの大きさや投げる距離を変えたり，走運動における走る

距離を短くしたり，スポーツ用車椅子の使用を許可したりすること。 

○日常的に医療的ケアを要する児童生徒等に対し，本人が対応可能な場合もあること

などを含め，配慮を要する程度には個人差があることに留意して，医療機関や本人

が日常的に支援を受けている介助者等と連携を図り，個々の状態や必要な支援を丁

寧に確認し，過剰に活動の制限等をしないようにすること。 

○慢性的な病気等のために他の児童生徒等と同じように運動ができない児童生徒等に

対し，運動量を軽減したり，代替できる運動を用意したりするなど，病気等の特性

を理解し，過度に予防又は排除をすることなく，参加するための工夫をすること。 

○治療等のため学習できない期間が生じる児童生徒等に対し，補講を行うなど，学習

機会を確保する方法を工夫すること。 

○読み・書き等に困難のある児童生徒等のために，授業や試験でのタブレット端末等

の ICT 機器使用を許可したり，筆記に代えて口頭試問による学習評価を行ったりす

ること。 

○発達障害等のため，人前での発表が困難な児童生徒等に対し，代替措置としてレポー

トを課したり，発表を録画したもので学習評価を行ったりすること。 

○学校生活全般において，適切な対人関係の形成に困難がある児童生徒等のために，

能動的な学習活動などにおいてグループを編成する時には，事前に伝えたり，場合

によっては本人の意向を確認したりすること。また，こだわりのある児童生徒等の

ために，話し合いや発表などの場面において，意思を伝えることに時間を要する場
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合があることを考慮して，時間を十分に確保したり個別に対応したりすること。 

○理工系の実験，地質調査のフィールドワークなどでグループワークができない学生

等や，実験の手順や試薬を混同するなど，作業が危険な学生等に対し，個別の実験

時間や実習課題を設定したり，個別のティーチング・アシスタント等を付けたりす

ること。 
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別紙２  

分野別の留意点 

 

学校教育分野  

１ 総論 

権利条約のうち，教育分野について規定した第 24 条は，教育についての障害者の権

利を認めることを明言し，「インクルーシブ教育システム」（inclusive education 

system，障害者を包容する教育制度）及び生涯学習の確保を締約国に求めている。 

これらは，人間の多様性の尊重等の強化，障害者が精神的及び身体的な能力等を可

能な最大限度まで発達させ，自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目

的の下，障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組みであり，障害のある者が一般

的な教育制度から排除されないこと，自己の生活する地域において初等中等教育の機

会が与えられること，個人に必要な合理的配慮が提供されること等が必要とされてい

る。 

障害者基本法においては，第４条第１項において「何人も，障害者に対して，障害

を理由として，差別することその他の権利利益を侵害する行為をしてはならない」と，

また，同条第２項において「社会的障壁の除去は，それを必要としている障害者が現

に存し，かつ，その実施に伴う負担が過重でないときは，それを怠ることによつて前

項の規定に違反することとならないよう，その実施について必要かつ合理的な配慮が

されなければならない」とされている。さらに，国及び地方公共団体は，教育基本法

（平成 18 年法律第 120 号）第４条第２項において「障害のある者が，その障害の状態

に応じ，十分な教育を受けられるよう，教育上必要な支援を講じなければならない」

とされているほか，障害者基本法第 16 条第１項において「障害者が，その年齢及び能

力に応じ，かつ，その特性を踏まえた十分な教育が受けられるようにするため，可能

な限り障害者である児童及び生徒が障害者でない児童及び生徒と共に教育を受けられ

るよう配慮しつつ，教育の内容及び方法の改善及び充実を図る等必要な施策を講じな

ければならない」とされている。 

学校教育分野においては，これらの規定も踏まえて既に権利条約等への対応のため

の取組が進められており，合理的配慮等の考え方も，中央教育審議会初等中等教育分

科会が平成 24 年７月に取りまとめた「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シ

ステム構築のための特別支援教育の推進（報告）」（以下「報告」という。）及び文

部科学省高等教育局長決定により開催された「障がいのある学生の修学支援に関する

検討会」が平成 24 年 12 月に取りまとめた「障がいのある学生の修学支援に関する検

討会報告（第一次まとめ）」により示されている。 

教育基本法第４条第２項による義務を負うのは国及び地方公共団体であるが，障害

者基本法第４条及び同条を具体化する法の理念を踏まえ，学校教育を行う事業者にお

いても，これらの有識者会議により示された考え方を参考とし，取組を一層推進する

ことが必要である。また，専修学校及び各種学校を設置する事業者においては，後述

する初等中等教育段階又は高等教育段階のうち相当する教育段階の留意点を参考とし
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て対応することが望ましい。 

なお，有識者会議により示された考え方は，特別支援教育及び障害のある学生の修

学支援の全体に関するものであり，現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思

の表明を受けて行う合理的配慮の提供にとどまらず，これらに基づく取組を推進する

ことにより，当該意思の表明がない場合にも，適切と思われる配慮に関する建設的対

話を働きかけるなどの自主的な取組も推進され，自ら意思を表明することが必ずしも

容易ではない児童生徒等も差別を受けることのない環境の醸成につながることが期待

される。 

 

２ 初等中等教育段階 

（１）合理的配慮に関する留意点 

障害のある幼児，児童及び生徒に対する合理的配慮の提供については，中央教育審

議会初等中等教育分科会の報告に示された合理的配慮の考え方を踏まえて対応するこ

とが適当である。具体的には，主として以下の点に留意する。 

ア 合理的配慮の合意形成に当たっては，権利条約第 24 条第１項にある，人間の多様

性の尊重等の強化，障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達

させ，自由な社会に効果的に参加することを可能とするといった目的に合致するか

どうかの観点から検討が行われることが重要である。 

イ 合理的配慮は，一人一人の障害の状態や教育的ニーズ等に応じ，設置者・学校（学

校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第１条に規定する学校（大学及び高等専門学校

を除く。）をいう。以下同じ。）及び本人・保護者により，発達の段階を考慮しつ

つ合意形成を図った上で提供されることが望ましく，その内容を個別の教育支援計

画に明記することが重要である。 

ウ 合理的配慮の合意形成後も，幼児，児童及び生徒一人一人の発達の程度，適応の

状況等を勘案しながら柔軟に見直しができることを共通理解とすることが重要であ

る。 

エ 合理的配慮は，障害者がその能力を可能な最大限度まで発達させ，自由な社会に

効果的に参加することを可能とするとの目的の下，障害のある者と障害のない者が

共に学ぶ仕組みであるインクルーシブ教育システムの理念に照らし，その障害のあ

る幼児，児童及び生徒が十分な教育が受けられるために提供できているかという観

点から評価することが重要である。例えば，個別の教育支援計画や個別の指導計画

について，各学校において計画に基づき実行した結果を評価して定期的に見直すな

ど，ＰＤＣＡサイクルを確立させていくことが重要である。 

オ 進学等の移行時においても途切れることのない一貫した支援を提供するため，個

別の教育支援計画の引継ぎ，学校間や関係機関も含めた情報交換等により，合理的

配慮の引継ぎを行うことが必要である。 

 

なお，学校教育分野において，障害のある幼児，児童及び生徒の将来的な自立と社

会参加を見据えた障害の早期発見・早期支援の必要性及びインクルーシブ教育システ
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ムの理念に鑑み，幼児教育段階や小学校入学時点において，意思の表明の有無に関わ

らず，幼児及び児童に対して適切と思われる支援を検討するため，幼児及び児童の障

害の状態等の把握に努めることが望ましい。具体的には，保護者と連携し，プライバ

シーにも留意しつつ，地方公共団体が実施する乳幼児健診の結果や就学前の療育の状

況，就学相談の内容を参考とすること，後述する校内委員会において幼児及び児童の

支援のニーズ等に関する実態把握を適切に行うこと等が考えられる。 

 

（２）合理的配慮の具体例 

別紙１のほか，報告において整理された合理的配慮の観点や障害種別の例及び独立

行政法人国立特別支援教育総合研究所が運営する「インクルーシブ教育システム構築

支援データベース」や「特別支援教育教材ポータルサイト」も参考とすることが効果

的である。 

なお，これらに示されているもの以外は提供する必要がないということではなく，

一人一人の障害の状態や教育的ニーズ等に応じて決定されることが望ましい。 

 

（３）相談体制の整備に関する留意点 

学校教育法第 81 条第１項の規定により，私立学校を含め，障害により教育上特別の

支援を必要とする幼児，児童及び生徒が在籍する全ての学校において，特別支援教育

を実施することとされている。 

学校の校長（園長を含む。以下同じ。）は，特別支援教育の実施の責任者として，

自らが特別支援教育や障害に関する認識を深めるとともに，リーダーシップを発揮し

つつ，特別支援学校のセンター的機能等も活用しながら，次の体制の整備を行い，組

織として十分に機能するよう教職員を指導することが重要である。 

ア 特別支援教育コーディネーターの指名 

各学校の校長は，各学校における特別支援教育の推進のため，主に，２（３）イ

に述べる校内委員会や校内研修の企画・運営，関係諸機関や関係する学校との連絡・

調整，保護者からの相談窓口などの役割を担う教員を「特別支援教育コーディネー

ター」に指名し，校務分掌に明確に位置付ける。 

また，校長は，特別支援教育コーディネーターが合理的配慮の合意形成，提供，

評価，引継ぎ等の一連の過程において重要な役割を担うことに十分留意し，学校に

おいて組織的に機能するよう努める。 

イ 特別支援教育に関する校内委員会の設置 

各学校においては，校長のリーダーシップの下，全校的な支援体制を確立し，障

害のある又はその可能性があり特別な支援を必要としている幼児，児童及び生徒の

実態把握や支援方策の検討等を行うため，校内に特別支援教育に関する校内委員会

を設置する。 

 校内委員会は，校長，教頭，特別支援教育コーディネーター，教務主任，生徒指導

主事，通級による指導担当教員，特別支援学級担当教員，養護教諭，対象の幼児，児

童及び生徒の学級担任，学年主任，その他必要と認められる者などで構成する。 
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 学校においては，主として学級担任や特別支援教育コーディネーター等が，幼児，

児童及び生徒・保護者等からの相談及び現に社会的障壁の除去を必要としている旨の

意思の表明を最初に受け付けることが想定される。各学校は，相談等を受けた学級担

任や特別支援教育コーディネーター等と本人・保護者との対話による合意形成が困難

である場合には，校内委員会を含む校内体制への接続が確実に行われるようにし，校

長のリーダーシップの下，合意形成に向けた検討を組織的に行うことが必要である。 

 このような校内体制を用いてもなお合意形成が難しい場合は，設置者である学校法

人等が，法的知見を有する専門家等の助言を得るなどしつつ，法の趣旨に即して適切

に対応することが必要である。 

 

（４）研修・啓発に関する留意点 

基本方針は，地域住民等に対する啓発活動として，「障害者差別が，本人のみなら

ず，その家族等にも深い影響を及ぼすことを，国民一人ひとりが認識するとともに，

法の趣旨について理解を深めることが不可欠であり，また，障害者からの働きかけに

よる建設的対話を通じた相互理解が促進されるよう，障害者も含め，広く周知・啓発

を行うことが重要である」としている。 

この周知・啓発において学校教育が果たす役割は大きく，例えば，障害者基本法第

16 条第３項にも規定されている障害のある幼児，児童及び生徒と障害のない幼児，児

童及び生徒の交流及び共同学習は，障害のない幼児，児童及び生徒が障害のある幼児，

児童及び生徒と特別支援教育に対する正しい理解と認識を深めるための絶好の機会で

あり，同じ社会に生きる人間として，お互いを正しく理解し，共に助け合い，支え合っ

て生きていくことの大切さを学ぶ場である。また，障害のある幼児，児童及び生徒の

保護者，障害のない幼児，児童及び生徒の保護者ともに，このような学校教育に関わ

ることにより，障害者に対する理解を深めていくことができる。 

学校においては，学校教育が担う重要な役割を認識し，幼児，児童及び生徒の指導

や保護者との連絡に携わる教職員一人一人が，研修等を通じて，法の趣旨を理解する

とともに，障害に関する理解を深めることが重要である。 

 

３ 高等教育段階 

（１）合理的配慮に関する留意点 

障害のある学生に対する合理的配慮の提供については，大学等（大学及び高等専門

学校をいう。以下同じ。）が個々の学生の状態・特性等に応じて提供するものであり，

多様かつ個別性が高いものである。合理的配慮を提供するに当たり，大学等が指針と

すべき考え方を項目別に以下のように整理した。ここで示すもの以外は合理的配慮と

して提供する必要がないというものではなく，個々の学生の障害の状態・特性や教育

的ニーズ等に応じて配慮されることが望まれる。 

① 機会の確保：障害を理由に修学を断念することがないよう，修学機会を確保す

ること，また，高い教養と専門的能力を培えるよう，教育の質を維持すること。 
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② 情報公開：障害のある大学進学希望者や学内の障害のある学生に対し，大学等

全体としての受入れ姿勢・方針を示すこと。 

③ 決定過程：権利の主体が学生本人にあることを踏まえ，学生本人の要望に基づ

いた調整を行うこと。 

④ 教育方法等：情報保障，コミュニケーション上の配慮，公平な試験，成績評価

などにおける配慮を行うこと。 

⑤ 支援体制：大学等全体として専門性のある支援体制の確保に努めること。 

⑥ 施設・設備：安全かつ円滑に学生生活を送れるよう，バリアフリー化に配慮す

ること。 

 

（２）合理的配慮の具体例 

別紙１のほか，独立行政法人日本学生支援機構が作成する「大学等における障害の

ある学生への支援・配慮事例」や「教職員のための障害学生修学支援ガイド」も参考

とすることが効果的である。 

なお，これらに示されているもの以外は提供する必要がないということではなく，

一人一人の障害の状態や教育的ニーズ等に応じて決定されることが望ましい。 

 

（３）相談体制の整備に関する留意点 

大学等の学長（校長を含む。以下同じ。）は，リーダーシップを発揮し，大学等全

体として，学生から相談を受けた時の体制整備を含む次のような支援体制を確保する

ことが重要である。 

ア 担当部署の設置及び適切な人的配置 

支援体制を整備するに当たり，必要に応じ，障害のある学生の支援を専門に行う

担当部署の設置及び適切な人的配置（専門性のある専任教職員，コーディネーター，

相談員，手話通訳等の専門技術を有する支援者等）を行うほか，学内（学生相談に

関する部署・施設，保健管理に関する部署・施設，学習支援に関する部署・施設，

障害に関する様々な専門性を持つ教職員）との役割を明確にした上で，関係部署・

施設との連携を図る。 

 

なお，障害のある学生の所属学部や学科，担当教職員により提供する支援の内容

が著しく異なるなどの状況が発生した場合は，学長及び障害のある学生の支援を専

門に行う担当部署を中心に，これらの事案の内容を十分に確認した上で，必要な調

整を図り，さらに再発防止のための措置を講じることが望ましい。 

また，障害のある学生と大学等との間で提供する合理的配慮の内容の決定が困難

な場合は，第三者的視点に立ち調整を行う組織が必要となるため，このような組織

を学内に設置することが望ましい。 

これらの調整の結果，なお合意形成が難しい場合は，大学等の設置者である学校

法人等が，法的知見を有する専門家等の助言を得るなどしつつ，法の趣旨に即して

適切に対応することが必要である。 
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イ 外部資源の活用 

障害は多岐にわたり，各大学等内の資源のみでは十分な対応が困難な場合がある

ことから，必要に応じ，学外（地方公共団体，ＮＰＯ，他の大学等，特別支援学校

など）の教育資源の活用や障害者関係団体，医療，福祉，労働関係機関等との連携

についても検討する。  

 

ウ 周囲の学生の支援者としての活用 

障害のある学生の日常的な支援には，多数の人材が必要となる場合が多いことか

ら，周囲の学生を支援者として活用することも一つの方法である。 

一方で，これらの学生の支援者としての活用に当たっては，一部の学生に過度な

負担が掛かることや支援に携わる学生と障害のある学生の人間関係に問題が生じる

場合があることから，これらに十分留意するとともに，障害の知識や対応方法，守

秘義務の徹底等，事前に十分な研修を行い，支援の質を担保した上で実施すること

が重要である。 

 

（４）学生・教職員の理解促進・意識啓発を図るための配慮 

障害のある学生からの様々な相談は，必ずしも担当部署に対して行われるとは限ら

ず，障害のある学生の身近にいる学生や教職員に対して行われることも多いと考えら

れる。それらに適切に対応するためには，障害により日常生活や学習場面において様々

な困難が生じることについて，周囲の学生や教職員が理解していることが望ましく，

その理解促進・意識啓発を図ることが重要である。 

 

（５）情報公開 

各大学等は，障害のある大学進学希望者や学内の障害のある学生に対し，大学等全

体としての受入れ姿勢・方針を明確に示すことが重要である。 

また，各大学等が明確にすべき受入れ姿勢・方針は，入学試験における障害のある

受験者への配慮の内容，大学構内のバリアフリーの状況，入学後の支援内容・支援体

制（支援に関する窓口の設置状況，授業や試験等における支援体制，教材の保障等），

受入れ実績（入学者数，在学者数，卒業・修了者数，就職者数等）など，可能な限り

具体的に明示することが望ましく，それらの情報をホームページ等に掲載するなど，

広く情報を公開することが重要である。なお，ホームページ等に掲載する情報は，障

害のある者が利用できるように情報アクセシビリティに配慮することが望まれる。 

 

スポーツ・文化芸術分野  

 スポーツ分野については，スポーツ基本法第２条第５項において，「スポーツは，

障害者が自主的かつ積極的にスポーツを行うことができるよう，障害の種類及び程度

に応じ必要な配慮をしつつ推進されなければならない。」と規定されている。スポー

ツに関する施設及びサービス等を提供する事業者においては，障害の有無にかかわら
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ず誰もが楽しく安全にスポーツに親しむことができる環境を整備し，障害者がスポー

ツに参加する機会の拡充を図るとの基本的な考え方を踏まえて対応することが適当で

ある。 

文化芸術分野について，文化芸術振興基本法の前文は，「我が国の文化芸術の振興

を図るためには，文化芸術活動を行う者の自主性を尊重することを旨としつつ，文化

芸術を国民の身近なものとし，それを尊重し大切にするよう包括的な施策を推進して

いくことが不可欠である」との理念を掲げている。文化芸術分野の事業者においては，

この理念に基づき，障害の有無にかかわらず，誰もが文化芸術活動に親しむことがで

きるよう，適切に対応することが重要である。 

具体的には，以下の点に留意する。 

○ 合理的配慮は，一人一人の障害の状態や必要な支援，活動内容等に応じて決定さ

れるものである。本人・保護者等とよく相談し，可能な限り合意形成を図った上で

決定し，提供されることが望ましい。 

○ 障害者が使用する用具等が施設の管理・維持に与える影響の程度については，具

体的場面や状況により異なるものであるため，当該場面や状況に応じて，柔軟に対

応することが重要である。 
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児童等の困難の状況の参考指標について  

＜平成２４年文部科学省調査質問項目より＞  

 

＜学習面の困難に関するもの＞ 

 

 

  

○「聞く」ことに関するもの 合計
ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

○「話す」ことに関するもの 合計
ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

○「読む」ことに関するもの 合計
ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

○「書く」ことに関するもの 合計
ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

問1-1　　聞き間違いがある（「知った」を「行った」と聞き違える）

問1-2　　聞きもらしがある

問1-3　　個別に言われると聞き取れるが、集団場面では難しい

問1-4　　指示の理解が難しい

問1-5　　話し合いが難しい（話し合いの流れが理解できず、ついていけない）

問2-1　　適切な速さで話すことが難しい（たどたどしく話す。とても早口である）

問2-2　　ことばにつまったりする

問2-3　　単語を羅列したり、短い文で内容的に乏しい話をする

問2-4　　思いつくままに話すなど、筋道の通った話をするのが難しい

問2-5　　内容をわかりやすく伝えることが難しい

問3-1　　初めて出てきた語や、普段あまり使わない語などを読み間違える

問3-2　　文中の語句や行を抜かしたり、または繰り返し読んだりする

問3-3　　音読が遅い

問3-4　　勝手読みがある（「いきました」を「いました」と読む）

問3-5　　文章の要点を正しく読みとることが難しい

問4-1　　読みにくい字を書く（字の形や大きさが整っていない。まっすぐに書けない）

問4-2　　独特の筆順で書く

問4-3　　漢字の細かい部分を書き間違える

問4-4　　句読点が抜けたり、正しく打つことができない

問4-5　　限られた量の作文や、決まったパターンの文章しか書かない
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※（０：ない，１：まれにある，２：ときどきある，３：よくある）の４段階で回答。 

※「ＬＤＩ -Ｒ -ＬＤ診断のための調査票 -」（日本文化科学社）を参考に作成  

 
  

○「計算する」ことに関するもの 合計
ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

○「推論する」ことに関するもの 合計
ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

問5-1　学年相応の数の意味や表し方についての理解が難しい（三千四十七を
　　　　　300047や347と書く。分母の大きい方が分数の値として大きいと思っている）

問5-3　計算をするのにとても時間がかかる

問5-2　簡単な計算が暗算でできない

問5-4　答えを得るのにいくつかの手続きを要する問題を解くのが難しい
　　　　　（四則混合の計算。２つの立式を必要とする計算）

問5-5　学年相応の文章題を解くのが難しい

問6-1　学年相応の量を比較することや、量を表す単位を理解することが難しい
　　　　　（長さやかさの比較。「15ｃｍは150ｍｍ」ということ）

問6-2　学年相応の図形を描くことが難しい（丸やひし形などの図形の模写。
　　　　　見取り図や展開図）

問6-3　事物の因果関係を理解することが難しい

問6-4　目的に沿って行動を計画し、必要に応じてそれを修正することが難しい

問6-5　早合点や、飛躍した考えをする
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＜行動面の困難に関するもの＞ 

○「不注意」「多動性－衝動性」に関するもの 

※「不注意」「多動性－衝動性」の質問項目については， 

文部科学省のホームページに掲載している 

｢平成２４年文部科学省調査｣の調査結果 

１７ページを直接閲覧してください。 

なお，質問項目については，株式会社明石書店の著作物である「ＡＤＨＤ 

評価スケール」を使用しているため，同社に無断で転載，複製，翻案，頒布，

公衆送信を行うことはできません。 

 

【参考】不注意，衝動性及び多動性の評価の観点 

※教育支援資料（平成２５年１０月文部科学省）より  
 

ア  「不 注 意 」「衝 動 性 」「多 動 性 」に関 する以 下 の設 問 に該 当 する項 目 が多 く，

その状 態 が少 なくとも６か月 以 上 続 いていること 

○ 不 注 意 であること 

 学 校 での勉 強 で，細 かいところまで注 意 を払 わなかったり，不 注 意 な間 違 い

をしたりする。 

 課 題 や遊 びの活 動 で注 意 を集 中 し続 けることが難 しい。 

 面 と向 かって話 しかけられているのに，聞 いていないように見 える。 

 指 示 に従 えず，また仕 事 を最 後 までやり遂 げられない。 

 学 習 などの課 題 や活 動 を順 序 立 てて行 うことが難 しい。 

 気 持 ちを集 中 して努 力 し続 けなければならない課 題 を避 ける。 

 学 習 や活 動 に必 要 な物 をなくしてしまう。 

 気 が散 りやすい。 

 日 々の活 動 で忘 れっぽい。 

○ 衝 動 性 があること 

 質 問 が終 わらないうちに出 し抜 けに答 えてしまう。 

 順 番 を待 つのが難 しい。 

 他 の人 がしていることをさえぎったり，じゃましたりする。  

○ 多 動 性 があること 

 手 足 をそわそわ動 かしたり，着 席 していてももじもじしたりする。 

 授 業 中 や座 っているべきときに席 を離 れてしまう。 

 きちんとしていなければならないときに，過 度 に走 り回 ったりよじ登 ったりする。 

 遊 びや余 暇 活 動 におとなしく参 加 することが難 しい。 

 じっとしていない。又 は何 かに駆 り立 てられるように活 動 する。 

 過 度 にしゃべる。  
 

イ  「不 注 意 」「衝 動 性 」「多 動 性 」のうちの一 つ又 は複 数 が７歳 以 前 に現 れ，

社 会 生 活 や学 校 生 活 を営 む上 で支 障 があること 
 
ウ  著 しい不 適 応 が学 校 や家 庭 などの複 数 の場 面 で認 められること 
 
エ  知 的 障 害 （ 軽 度 を除 く）や自 閉 症 等 が認 められないこと 

文部科学省 発達障害 可能性 
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＜行動面の困難に関するもの＞  

 

 
※同じ学年の児童生徒と比べて，特に目立つかどうかで考え，（０：いいえ， 

１：多少，２：はい）の３段階で回答。 

※スウェーデンの研究者によって作成された，高機能自閉症に関する  
スクリーニング質問紙（ＡＳＳＱ）を参考に作成。  

  

○「対人関係やこだわり等」に関するもの 合計
ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

ポイント

問17　　仲の良い友人がいない

問18　　常識が乏しい

問19　　球技やゲームをする時、仲間と協力することに考えが及ばない

問20　　動作やジェスチャーが不器用で、ぎこちないことがある

問21　　意図的でなく、顔や体を動かすことがある

問22　　ある行動や考えに強くこだわることによって、簡単な日常の活動ができなくなることがある

問23　　自分なりの独特な日課や手順があり、変更や変化を嫌がる

問24　　特定の物に執着がある

問6　　会話の仕方が形式的であり、抑揚なく話したり、間合いが取れなかったりすることがある

問7　　言葉を組み合わせて、自分だけにしか分からないような造語を作る

問8　　独特な声で話すことがある

問9　　誰かに何かを伝える目的がなくても、場面に関係なく声を出す（例：唇を鳴らす、咳払い、喉を鳴らす、叫ぶ）

問10　　とても得意なことがある一方で、極端に不得手なものがある

問25　　他の子どもたちから、いじめられることがある

問26　　独特な表情をしていることがある

問27　　独特な姿勢をしていることがある

問11　　いろいろな事を話すが、その時の場面や相手の感情や立場を理解しない

問12　　共感性が乏しい

問13　　周りの人が困惑するようなことも、配慮しないで言ってしまう

問14　　独特な目つきをすることがある

問15　　友達と仲良くしたいという気持ちはあるけれど、友達関係をうまく築けない

問1　　大人びている。ませている

問2　　みんなから、「○○博士」「○○教授」と思われている（例：カレンダー博士）

問3　　他の子どもは興味を持たないようなことに興味があり、「自分だけの知識世界」を持っている

問4　　特定の分野の知識を蓄えているが、丸暗記であり、意味をきちんと理解していない

問5　　含みのある言葉や嫌みを言われても分からず、言葉通りに受けとめてしまうことがある

問16　　友達のそばにはいるが、一人で遊んでいる
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特別支援教育に関する情報の集積について 

 

１．独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 

国 立 特 別 支 援 教 育 総 合 研 究 所 は，我 が国 唯 一 の特 別 支 援 教 育 のナショナルセンターとして，イ

ンクルーシブ教 育 システムの構 築 及 び障 害 のある子 供 一 人 一 人 の教 育 的 ニーズに対 応 した教 育 の

実 現 に寄 与 するため，国 の政 策 課 題 や教 育

現 場 等 の喫 緊 の課 題 等 に対 応 した研 究 活 動

を核 として，研 修 事 業 ，情 報 収 集 ・発 信 ，理

解 啓 発 活 動 等 を一 体 的 に取 り組 んでいます。 

 

（１） 発達障害教育情報センター 

発達障害教育情報センターは，発達障害のある子どもの教育の推進・充実に向けて，発達障害に関わる

教員及び保護者をはじめとする関係者への支援を図り，発達障害について，広く国民への理解を図ることを

目的に，平成 20 年度に開設した Web サイトです。 

本サイトは，発 達 障 害 情 報 ・支 援 センター（国立障害

者リハビリテーションセンター内設置）と情報の連携を図って

います。 

 

 

※発達障害教育情報センターは，平成 29 年４月から発達障害教育推進センターに変わります。 

 

＜発達障害教育推進センターWeb サイトの概要＞ 

ア．発達障害教育推進センターWeb サイトの目的 

発達障害のある児童等の教育の推進・充実に向けて，発達障害に関わる教員及び保護者をはじ

めとする関係者への支援を図り，更に広く国民の理解を得るために，Web サイト等による情報提

供や理解啓発，調査研究活動を行うことを目的としたサイトです。 

 

イ．発達障害教育推進センターWeb サイトの内容と構成 

主に，以下の７つの柱で情報提供をしています。 

①指導や支援方法について知りたい  

発達障害のある児童等の気づき，理解，対応の仕方等についての基本的な情報をＱ＆Ａで

提供しています。 

②発達障害に関する研究が知りたい  

発達障害のある児童等の特性に応じた教育支援に関する研究や文献，研究会等を紹介して

います。主に，独立行政法人国立特別支援教育総合研究所での研究成果を掲載していますが，

今後，たくさんの研究紹介を行う予定です。  

③教材教具や支援機器が知りたい  

発達障害のある児童等の学習に活用されている，教材教具や特性に配慮した支援機器等に

ついて紹介しています。書くことが苦手な児童等への教具や支援機器，読むことを助ける支

援機器の情報を提供しています。  
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④研修講義（教員向け）が見たい  

発達障害のある児童等に関わる，理解・指導・支援についての教員向けの研修講義を１５

分程度の短い映像で提供しています。校内研修等でも活用できます。  

⑤国の施策・法令等が知りたい  

発達障害に関する国（文部科学省，厚生労働省）の最新の施策や法令，通知，支援事業等

についての情報を提供しています。  

⑥教育相談に関する情報が知りたい  

国内の相談機関の紹介や，具体的な相談のＱ＆Ａが掲載されています。 

また，海外渡航者に向けた日本人学校等に関する情報も提供しています。  

⑦発達障害について知りたい  

発達障害の定義や，もっとよく知るための映像作品等の情報を提供しています。発達障害

教育推進センターのパンフレットも閲覧できます。 

 

（２） インクルーシブ教育システム構築支援データベース（インクルＤＢ） 

インクルーシブ教育システム構築支援データベースは， 

文部科学省のモデル事業において取り組まれた「合理的 

配慮」の実践事例について掲載するため，平成 26 年度に 

開設した Web サイトです。 

 

（３） 特別支援教育教材ポータルサイト（支援教材ポータル） 

特別支援教育教材ポータルサイトは，大学・高等専門学校・教育委員会・民間団体等との連携により， 

障害の状態や特性等に応じた教材，支援機器等の活用事例 

などを集約・管理し，様々な利用者，関係者等への情報共有， 

提供を行うため，平成 26 年度に開設した Web サイトです。 

 

 

２．国立障害者リハビリテーションセンター 

国立障害者リハビリテーションセンターは，障害のある人々の自立および社会参加を支援するため，総合的

な医療・福祉サービスの提供，新しいリハビリテーション技術や福祉機器の研究開発，リハビリテーション専門

職の人材育成，障害に関する国際協力等を実施する厚生労働省社会・援護局に属する機関です。 

本センターでは，発達障害情報・支援センター及び高次脳機能障害情報・支援センターの Web サイトから関

連情報を提供しています。 
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（１） 発達障害教育情報センター 
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（２） インクルーシブ教育システム構築支援データベース（インクルＤＢ） 
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（３） 特別支援教育教材ポータルサイト（支援教材ポータル） 

 



 

 
 

策定協力者及び情報提供者名簿（五十音順） 

（職名は平成２８年３月時点）  

 

○ガイドライン策定協力者 

東   重満  学校法人東学園美晴幼稚園園長 

有澤  直人  東京都江戸川区立本一色小学校指導教諭 

安藤  季美  栃木県立那須拓陽高等学校養護教諭 

石隈  利紀  国立大学法人筑波大学副学長・理事 

市川  宏伸  一般社団法人日本発達障害ネットワーク理事長 

伊藤  学  福岡県教育庁教育振興部高校教育課指導主事 

太田  裕子  東京都品川区立第二延山小学校校長 

喜多  好一  東京都江東区立有明小学校校長 

笹森  洋樹   国立特別支援教育総合研究所上席総括研究員（発達障害教育 

情報担当）（併任）発達障害教育情報センター長 

西村  浩二  発達障害者支援センター全国連絡協議会副会長 

笛木  啓介  東京都大田区立御園中学校校長 

深澤  しのぶ 神奈川県伊勢原市立伊勢原中学校教頭 

由利  聡  千葉県立幕張総合高等学校校長 

宮崎  芳子  東京都日野市教育委員会特別支援教育総合コーディネーター 

渡邉  和幸  長野県教育委員会事務局特別支援教育課指導主事  

 

○情報提供者 

井上  雅彦  一般社団法人日本自閉症協会理事 

神山  忠  岐阜市立岐阜特別支援学校教諭 

佐藤  圭吾  秋田県教育庁特別支援教育課指導主事 

高山  恵子  ＮＰＯ法人えじそんくらぶ代表 

斗内沢 邦男  特定非営利活動法人 全国ＬＤ親の会評議員 

鋒山  智子  京都府総合教育センター特別支援教育部長 

中島  八十一  国立障害者リハビリテーションセンター学院長（併任） 

高次脳機能障害情報・支援センター長 

野口  晃菜  株式会社 LITALICO 執行役員 

 

なお，本ガイドラインの策定に当たっては，厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部から協力を得た。  

 



 

 
 

 


